
第52回定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結計算書類の連結注
記表及び計算書類の個別注記表につきましては、法令及び当社定款第18条の規定に基づ
き、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.koyou.co.jp/）の「IR情報＞
株式について＞株主総会」に掲載することにより株主の皆様に提供しております。

株　主　各　位

第52回定時株主総会招集ご通知
インターネット開示事項

連結注記表
個別注記表

（2021年１月１日から2021年12月31日まで）

コーユーレンティア株式会社



連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴　連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の状況

連結子会社の数 ６社
主要な連結子会社の名称 コーユーロジックス株式会社

コーユーイノテックス株式会社
ＯＮＥデザインズ株式会社
広友物産株式会社
広友サービス株式会社
株式会社リスタ
上記のうち、株式会社リスタについては、2017年12月より休業して
おります。

②　非連結子会社の状況
主要な非連結子会社の名称 株式会社共和通信

連結の範囲から除いた理由
　非連結子会社の総資産額、売上高、当期純損失（持分相当額）及び利益剰余金（持分相当額）等のそれ
ぞれの合計額は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

⑵　持分法の適用に関する事項
持分法を適用しない非連結子会社
持分法を適用しない非連結子会社の名称

株式会社共和通信
持分法を適用しない理由

　持分法を適用していない理由は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等
からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要
性がないためであります。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。
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⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用して
おります。

時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しております。
ロ．たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品並びに仕掛品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（賃貸用備品、リース資産を除く）

主に定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取
得した建物（建物附属設備を除く）及び2016年４月１日以降に取得
した建物附属設備及び構築物並びに200千円未満の賃貸用備品につ
いては定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３年～50年
工具、器具及び備品 ２年～20年
賃貸用備品 ３年～15年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法を採用しております。

ハ．リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用し
ております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用し
ております。
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③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については過去３年間の貸倒れ実績率により、貸倒れ懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。

ロ．賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会
計年度の負担見込額を計上しております。

ハ．役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金規程に基づ
く期末要支給額を計上しております。

ニ．株主優待引当金 株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、翌連結会計年度以
降において発生すると見込まれる額を計上しております。

④　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記
該当事項はありません。

３．表示方法の変更に関する注記
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当連結会計
年度から適用し、会計上の見積りに関する注記を記載しております。

４．会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りは、連結計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しています。当
連結会計年度の連結計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌連結会計年度の連結
計算書類に重要な影響を及ぼすリスクがある項目は以下のとおりです。
（繰延税金資産の回収可能性）
⑴ 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産　226,624千円
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　　有形固定資産の減価償却累計額 6,717,948千円

株式の種類
当連結会計年度

期首株式数
（株）

当連結会計年度
増加株式数

（株）

当連結会計年度
減少株式数

（株）

当連結会計年度末
株式数
（株）

発行済株式
普通株式 5,403,300 9,000 － 5,412,300

自己株式
普通株式 76 － － 76

区分 新株予約権の
内訳

新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（千円）当連結会計年度

期首株式数
当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

提出会社

ストック・
オプション
としての
新株予約権

普通株式 259,000 － 9,000 250,000 1,000

合　　計 － 259,000 － 9,000 250,000 1,000

⑵識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　繰延税金資産の評価は、回収可能性の企業分類を行い、事業計画に基づく将来の課税所得の予測及
び将来減算一時差異等の解消スケジュールを検討した上で、繰延税金資産を計上しております。将来
の課税所得の予測の基礎となる事業計画は、主要な仮定である市場別、地区別、商品・サービス分類
別の売上高と売上総利益率に加え、過去の経験や実績、連結計算書類作成時において入手可能な情報
を基に算定しております。
　なお、将来の課税所得の見積りの基礎となる仮定が異なる場合、翌連結会計年度の連結計算書類に
おいて、繰延税金資産の評価に重要な影響を与える可能性があります。

５．連結貸借対照表に関する注記

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

⑵　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項
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決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配 当 額

（円）
基準日 効力発生日

2021年3月30日
定 時 株 主 総 会 普通株式 151,290 28 2020年12月31日 2021年3月31日

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配 当 額

(円)
基 準 日 効 力 発 生 日

2022年３月30日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 232,725 43 2021年12月31日 2022年３月31日

⑶　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

７．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、必要な資金は自己資金及び借入金等で賄っており、一時的な余剰資金は短期的な預金
等に限定して運用を行っております。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金、未払金はすべて１年以内の支払期日であり、流動性リスクに晒さ
れています。借入金は、主に運転資金に係る資金の調達を目的としたものです。

③　金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、社内規程に従い、営業債権である売掛金について、主要な取引先の状況を定期的に
モニタリングし、取引先ごとに期日及び残高を管理すると共に、財務状況の悪化等による回収懸念を早
期に把握し、リスクの軽減を図っております。

ロ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　財務担当部署が適時に資金計画を作成・更新すると共に、手許流動性の維持などにより流動性リスク
を管理しております。
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連結貸借対照表計上額
（千円） 時価（千円） 差額（千円）

(1) 現金及び預金 2,111,373 2,111,373 －

(2) 受取手形及び売掛金 2,943,161 2,943,161 －

(3) 電子記録債権 604,736 604,736 －

(4) 投資有価証券 83,096 83,096 －

資産計 5,742,366 5,742,366 －

(1) 支払手形及び買掛金 1,977,155 1,977,155 －

(2) 電子記録債務 867,105 867,105 －

(3) 短期借入金 1,700,000 1,700,000 －

(4) 未払法人税等 818,706 818,706

(5) リース債務(＊) 918,362 897,138 △21,224

負債計 6,281,328 6,260,104 △21,224

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を
採用することにより、当該価額が変動することがあります。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2021年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ
ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参
照）。

(＊) １年以内に期限が到来するリース債務を含めて表示しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
資　産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、(3) 電子記録債権
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額によっております。

(4) 投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
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区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 583,565

連結貸借対照表計上額 時価

2,396,627 5,970,000

負　債
(1) 支払手形及び買掛金、(2) 電子記録債務、(3) 短期借入金、(4) 未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額によっております。

(5) リース債務
これらの時価は、元利金の合計額を同様の新規借入またはリース取引を行った場合に想定される
利率で割り引いた現在価値により算定しております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、
「(4) 投資有価証券」には含めておりません。

８．賃貸等不動産に関する注記
⑴賃貸等不動産の状況に関する事項

当社では、東京都において、賃貸収益を得ることを目的とした土地を有しております。当連結会計年度にお
ける当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は42,918千円であります。

⑵賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：千円）

（注）１. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であり
ます。

２. 期末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額、
その他の物件については「固定資産税評価額」に基づいたみなし時価による金額であります。ただ
し、第三者からの取得時や直近の評価時点から、一定の評価額や適切に市場価額を反映していると
考えられる指標に重要な変動が生じていない場合には、当該評価額や指標を用いて調整した金額に
よっております。
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⑴　１株当たりの純資産額 1,333円81銭
⑵　１株当たりの当期純利益 283円39銭

9．１株当たり情報に関する注記

10．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
①子会社株式及び関連会社株式 移動平均法に基づく原価法により評価しております。
②その他有価証券

時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入
法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しており
ます。

時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しております。

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法
移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法により算定）を採用しております。

(3) 固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）

主に定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取
得した建物（建物附属設備を除く）及び2016年４月１日以降に取得
した建物附属設備及び構築物並びに200千円未満の賃貸用備品につい
ては定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ３年～50年
構築物 10年～26年
工具、器具及び備品 ３年～20年
賃貸用備品 ３年～15年

②無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法を採用しております。

③リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用して
おります。
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所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数として、残存価格を零とする定額法を採用して
おります。

(4) 引当金の計上基準
①貸倒引当金 売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については算定期間の貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見積額を計上して
おります。

②賞与引当金 従業員の賞与金の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当期負担
額を計上しております。

③役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく
期末要支給額を計上しております。

④株主優待引当金 株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、翌事業年度以降にお
いて発生すると見込まれる額を計上しております。

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記
該当事項はありません。

３．表示方法の変更に関する注記
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年3月31日）を当事業年度から
適用し、会計上の見積りに関する注記を記載しております。

4．会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りは、計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しています。当事業度
の計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌事業年度の計算書類に重要な影響を及ぼ
すリスクがある項目は以下のとおりです。

（繰延税金資産の回収可能性）
⑴ 当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産　144,698千円
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⑴有形固定資産の減価償却累計額 5,968,240千円

短期金銭債権 556,419千円
短期金銭債務 1,355,811千円
長期金銭債務 22,612千円

営業取引による取引高
売上高 922,022千円
仕入高 6,406,097千円
販管費及び一般管理費 178,666千円
受取利息配当金 127,574千円
受取手数料 2,679千円
支払利息 3,566千円

⑵ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　繰延税金資産の評価は、回収可能性の企業分類を行い、事業計画に基づく将来の課税所得の予測及び
将来減算一時差異等の解消スケジュールを検討した上で、繰延税金資産を計上しております。将来の課
税所得の予測の基礎となる事業計画は、主要な仮定である市場別、地区別、商品・サービス分類別の売
上高と売上総利益率に加え、過去の経験や実績、計算書類作成時において入手可能な情報を基に算定し
ております。
　なお、将来の課税所得の見積りの基礎となる仮定が異なる場合、翌事業年度の計算書類において、繰
延税金資産の評価に重要な影響を与える可能性があります。

5．貸借対照表に関する注記

⑵関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

6．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
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株式の種類
当連結会計年度

期首株式数
（株）

当連結会計年度
株式増加数

（株）

当連結会計年度
株式減少数

（株）

当連結会計年度末
株式数
（株）

自己株式
普通株式 76 － － 76

繰延税金資産
売掛金 119,119千円
電話加入権 78,091千円
一括償却資産償却 27,686千円
賞与引当金 69,281千円
資産除去債務 45,784千円
役員退職慰労引当金 23,138千円
未払事業税 15,416千円
未払事業所税 1,695千円
その他 5,588千円
　繰延税金資産小計 385,803千円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △152,603千円

　　繰延税金資産合計 233,199千円
繰延税金負債

買掛金 △62,568千円
資産除去債務に対応する除去費用 △13,719千円
その他有価証券評価差額金 △12,213千円

　　繰延税金負債合計 △88,501千円
　　繰延税金資産の純額 144,698千円

7．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

8．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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属
性

会社等
の名称

所
在
地

資本金 事業の
内容

議決権等の
所有

（被所有）
割合

関係内容

取引内容 取引金額 科目 取引残高
役
員
の
兼
任
等

事実上
の関係

子
会
社

コーユー
ロジックス

㈱

千
葉
県
白
井
市

50,000
当社賃貸用
商 品 の 保
管・保守・
運搬

（所有）
直接

100％
4
名

役員の兼任、
資金援助、
借入、
商品の購入

運搬、
保管、保守 3,976,549 買掛金 364,349

資金の貸付 110,391 短期
貸付金 466,713

子
会
社

コーユー
イノテック

ス㈱

東
京
都
港
区

50,000
当 社OA 機
器の保守・
PC賃貸

（所有）
直接

100％
3
名

役員の兼任、
資金援助、
借入、
商品の購入

ＰＣの
賃借、
コピー保守

2,541,335 買掛金 330,515

資金の返済 82,906 短期
借入金 251,547

子
会
社

ONE
デザインズ

㈱

東
京
都
港
区

90,000
マンション
モデルルー
ム建設等

（所有）
直接

100％
2
名

役員の兼任、
資金援助、
借入、
商品の購入

資金の返済 526,967 短期
借入金 －

子
会
社

広友物産㈱

東
京
都
港
区

50,000 物品販売等
（所有）

直接
100％

3
名

役員の兼任、
資金援助、
借入、
商品の購入

資金の借入 266,650 短期
借入金 300,000

⑴　１株当たりの純資産額 1,014円25銭
⑵　１株当たりの当期純利益 220円68銭

9．関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

（単位：千円）

（注）１. 取引金額には消費税等は含まれておりません。
２. 仕入価額は、市場の実勢価格を勘案して決定しております。また、貸付金、借入金利息は年利0.6％

であります。

10．１株当たり情報に関する注記

11．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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